
独立行政法人家畜改良センター（法人番号8380005004744）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成２７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入

当法人は、我が国における家畜の改良増殖と飼養管理の改善、飼料作物の増殖に必要な

種苗の生産配布等を行うことにより、優良な家畜の普及及び飼料作物の優良な種苗の供給

確保を使命とする国内唯一の国から移行した機関であり、代表的な業務として下記の業務に

取り組んでいる。

・家畜の改良増殖及び飼養管理の改善

・種畜、家畜人工授精用精液等の配布等

・飼料作物の増殖に必要な種苗の生産・配布

・家畜改良増殖法に基づく種畜検査

・種苗法に基づく飼料作物の種苗の検査

・牛のトレーサビリティ法に基づく牛個体識別業務

・これらに関する調査、研究、講習、指導

役員報酬については、国家公務員の給与を基礎に、役員の業績を考慮して決定しており、

具体的には俸給額に諸手当を加味して算出した額を役員報酬としている。

なお、役員報酬の支給水準については、人事院勧告に伴う国家公務員の給与制度の改正

を踏まえ、役員給与規程を改正することにより見直しを実施している。

  ②  平成２７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入

　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

理事長・理事

（常勤）

報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。

月額については、独立行政法人家畜改良センター役員給与規程に則り、

理事長は俸給９４５，０００円、独立行政法人通則法第１９条第２項に規定す

る理事については俸給７７１，０００円、上記以外の常勤理事については俸

給６６６，０００円に、通勤手当及び寒冷地手当（１０，２００円を毎年１１月から

翌年３月の期間）を加算して算出している。

期末特別手当については、俸給の月額及び俸給の月額に１００分の４５を

乗じて得た額の合計額に、６月に支給する場合においては１００分の１５０、

１２月に支給する場合においては１００分の１６５を乗じて得た額に基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た

額としている。

なお、平成２７年度における改定については、人事院規則の改正に準拠

し、６月期の期末特別手当支給割合を１００分の１４０から１００分の１４７．５

に、１２月期の期末特別手当支給割合を１００分の１７０から１００分の１６７．５

に改正した。

当法人においては、独立行政法人家畜改良センター役員給与規程により、役員の俸給月

額及び期末特別手当については、役員の業績を考慮して必要な増減を行うことにより、業績

を反映させることとしている。

当法人は、我が国における家畜の改良増殖と飼養管理の改善、飼料作物の増殖に必要な

種苗の生産配布等を行うことにより、優良な家畜の普及及び飼料作物の優良な種苗の供給

確保を使命とする国内唯一の国から移行した機関であり、代表的な業務として下記の業務に

取り組んでいる。

・家畜の改良増殖及び飼養管理の改善

・種畜、家畜人工授精用精液等の配布等

・飼料作物の増殖に必要な種苗の生産・配布

・家畜改良増殖法に基づく種畜検査

・種苗法に基づく飼料作物の種苗の検査

・牛のトレーサビリティ法に基づく牛個体識別業務

・これらに関する調査、研究、講習、指導

役員報酬については、国家公務員の給与を基礎に、役員の業績を考慮して決定しており、

具体的には俸給額に諸手当を加味して算出した額を役員報酬としている。

なお、役員報酬の支給水準については、人事院勧告に伴う国家公務員の給与制度の改正

を踏まえ、役員給与規程を改正することにより見直しを実施している。

報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。

月額については、独立行政法人家畜改良センター役員給与規程に則り、

理事長は俸給９４５，０００円、独立行政法人通則法第１９条第２項に規定す

る理事については俸給７７１，０００円、上記以外の常勤理事については俸

給６６６，０００円に、通勤手当及び寒冷地手当（１０，２００円を毎年１１月から

翌年３月の期間）を加算して算出している。

期末特別手当については、俸給の月額及び俸給の月額に１００分の４５を

乗じて得た額の合計額に、６月に支給する場合においては１００分の１５０、

１２月に支給する場合においては１００分の１６５を乗じて得た額に基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た

額としている。

なお、平成２７年度における改定については、人事院規則の改正に準拠

し、６月期の期末特別手当支給割合を１００分の１４０から１００分の１４７．５

に、１２月期の期末特別手当支給割合を１００分の１７０から１００分の１６７．５

に改正した。

当法人においては、独立行政法人家畜改良センター役員給与規程により、役員の俸給月

額及び期末特別手当については、役員の業績を考慮して必要な増減を行うことにより、業績

を反映させることとしている。

当法人は、我が国における家畜の改良増殖と飼養管理の改善、飼料作物の増殖に必要な

種苗の生産配布等を行うことにより、優良な家畜の普及及び飼料作物の優良な種苗の供給

確保を使命とする国内唯一の国から移行した機関であり、代表的な業務として下記の業務に

取り組んでいる。

・家畜の改良増殖及び飼養管理の改善

・種畜、家畜人工授精用精液等の配布等

・飼料作物の増殖に必要な種苗の生産・配布

・家畜改良増殖法に基づく種畜検査

・種苗法に基づく飼料作物の種苗の検査

・牛のトレーサビリティ法に基づく牛個体識別業務

・これらに関する調査、研究、講習、指導

役員報酬については、国家公務員の給与を基礎に、役員の業績を考慮して決定しており、

具体的には俸給額に諸手当を加味して算出した額を役員報酬としている。

なお、役員報酬の支給水準については、人事院勧告に伴う国家公務員の給与制度の改正

を踏まえ、役員給与規程を改正することにより見直しを実施している。



２　役員の報酬等の支給状況

平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任

千円 千円 千円 千円

15,707 11,409 4,248 51 （寒冷地手当） ※

千円 千円 千円 千円

12,825 9,308 3,466 51 （寒冷地手当） ◇

千円 千円 千円 千円

11,085 8,040 2,994 51 （寒冷地手当） 4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

756 756

（　　　　）

※

千円 千円 千円 千円

756 756

（　　　　）

千円 千円 千円 千円

A監事

理事・監事

（非常勤）

役名

就任・退任の状況

前職

その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

C理事

（非常勤）

D理事

（非常勤）

報酬支給基準は非常勤役員手当としており、手当額は独立行政法人家

畜改良センター役員給与規程に則り、月額６３，０００円としている。

なお、非常勤役員手当については、平成２７年度における改定は実施し

ていない。

756 756

（　　　　）

千円 千円 千円 千円

756 756

（　　　　）

注１：寒冷地手当：冬期間に暖房費等が多くかかる地域に対して支給される手当の事。

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

A監事

（非常勤）

B監事

（非常勤）

報酬支給基準は非常勤役員手当としており、手当額は独立行政法人家

畜改良センター役員給与規程に則り、月額６３，０００円としている。

なお、非常勤役員手当については、平成２７年度における改定は実施し

ていない。



３　役員の報酬水準の妥当性について

【法人の検証結果】

当法人は、優良な家畜の普及及び飼料作物の優良な種苗の供給確保を

使命とする国内唯一の公的機関であり、これまで中期目標に定められた業

務について、中期計画に沿った年度計画に基づき順調に実施してきたとこ

ろである。これらを踏まえ、平成２６年度における主務大臣による総合評定

はＢ（標準）であったことから、適正に組織運営がなされていると考えている。

また、日本各地における家畜伝染病や大災害等有事が発生した際も、関

係機関と連携のうえ人的支援や種畜及び粗飼料供給支援等を迅速かつ的

確に実施してきており、国民から寄せられる期待も高まる中で、重要な社会

的役割を担っていると考えている。

理事長は、家畜の改良増殖業務及び飼料作物種苗の増殖業務を代表と

する法人の業務目標を統括し、日本畜産学会理事長や国際畜産学会理

事の経験を生かし、国際機関や国内関係機関との連携を図るなど強いリー

ダーシップを発揮して、法人の業務を的確に遂行している。

また、全国に所在する各拠点を含め約８００名の組織運営を管理する高

いマネジメント能力、中期目標の達成に向けた対応ができる経験と能力を

十分に有している人材である。

常勤理事については、企画調整担当理事及び総務担当理事が在籍して

おり、企画調整担当理事は当法人における業務全般に関する職務を遂行

し、総務担当理事は総務全般に関する職務を遂行している。いずれの理事

についても、法人の業務を掌理のうえ、中期目標達成に向け精力的に職務

を遂行し、的確に理事長を補佐している。

非常勤理事については、当法人の業務運営がより効果的なものとなるよう、

【主務大臣の検証結果】

当法人は、優良な家畜の普及及び飼料作物の優良な種苗の供給確保を

使命とする国内唯一の公的機関であり、これまで中期目標に定められた業

務について、中期計画に沿った年度計画に基づき順調に実施してきたとこ

ろである。これらを踏まえ、平成２６年度における主務大臣による総合評定

はＢ（標準）であったことから、適正に組織運営がなされていると考えている。

また、日本各地における家畜伝染病や大災害等有事が発生した際も、関

係機関と連携のうえ人的支援や種畜及び粗飼料供給支援等を迅速かつ的

確に実施してきており、国民から寄せられる期待も高まる中で、重要な社会

的役割を担っていると考えている。

理事長は、家畜の改良増殖業務及び飼料作物種苗の増殖業務を代表と

する法人の業務目標を統括し、日本畜産学会理事長や国際畜産学会理

事の経験を生かし、国際機関や国内関係機関との連携を図るなど強いリー

ダーシップを発揮して、法人の業務を的確に遂行している。

また、全国に所在する各拠点を含め約８００名の組織運営を管理する高

いマネジメント能力、中期目標の達成に向けた対応ができる経験と能力を

十分に有している人材である。

常勤理事については、企画調整担当理事及び総務担当理事が在籍して

おり、企画調整担当理事は当法人における業務全般に関する職務を遂行

し、総務担当理事は総務全般に関する職務を遂行している。いずれの理事

についても、法人の業務を掌理のうえ、中期目標達成に向け精力的に職務

を遂行し、的確に理事長を補佐している。

非常勤理事については、当法人の業務運営がより効果的なものとなるよう、

ガバナンス機能の監視及び助言といった業務を的確に遂行し、理事長を

補佐している。

非常勤監事については、当法人の業務運営が法令や規程に基づいた適

切なものとなっているかを監視し、事務の不正を防止し誤謬の低減を図る

ため、年間を通じて各拠点を含めた監事監査を的確に実施している。

役員報酬については、①国家公務員の給与を基礎として決定し、これま

でも人事院勧告に基づく国家公務員の給与制度の改正を受けた見直しを

実施してきていること、②総務省公表資料の「独立行政法人における役職

員の給与水準（平成２６年度）」の「役員報酬の支給状況」を基に、概ね同

程度の規模と考えられる複数の他独立行政法人と比較すると、他独立行政

法人の長は平均年間報酬額が１８，７３８千円（当法人は１５，７０７千円）、

常勤理事については同１４，９３７千円（当法人は１１，９５５千円）、非常勤理

事については同１，３５８千円（当法人は７５６千円）、非常勤監事について

は同１，８９７千円（当法人は７５６千円）であったことから、当法人の役員報

酬は他独立行政法人より低い水準である。

これらのことから、役員の的確な職務遂行状況及び低い報酬水準を鑑み、

当法人における役員の報酬水準は妥当であると考える。

当該法人の役員報酬は、総務省公表資料による「独立行政法人における

役職員の給与水準（平成２６年度）」を基に、同等規模である他の独立行政

法人における役員の年間報酬額と比較しても低い水準となっている。

また、主務大臣による平成２６年度における業務実績等の総合評価結果

は「Ｂ」評価であったこと等から、優良な家畜の普及及び飼料作物の優良な

当法人は、優良な家畜の普及及び飼料作物の優良な種苗の供給確保を

使命とする国内唯一の公的機関であり、これまで中期目標に定められた業

務について、中期計画に沿った年度計画に基づき順調に実施してきたとこ

ろである。これらを踏まえ、平成２６年度における主務大臣による総合評定

はＢ（標準）であったことから、適正に組織運営がなされていると考えている。

また、日本各地における家畜伝染病や大災害等有事が発生した際も、関

係機関と連携のうえ人的支援や種畜及び粗飼料供給支援等を迅速かつ的

確に実施してきており、国民から寄せられる期待も高まる中で、重要な社会

的役割を担っていると考えている。

理事長は、家畜の改良増殖業務及び飼料作物種苗の増殖業務を代表と

する法人の業務目標を統括し、日本畜産学会理事長や国際畜産学会理

事の経験を生かし、国際機関や国内関係機関との連携を図るなど強いリー

ダーシップを発揮して、法人の業務を的確に遂行している。

また、全国に所在する各拠点を含め約８００名の組織運営を管理する高

いマネジメント能力、中期目標の達成に向けた対応ができる経験と能力を

十分に有している人材である。

常勤理事については、企画調整担当理事及び総務担当理事が在籍して

おり、企画調整担当理事は当法人における業務全般に関する職務を遂行

し、総務担当理事は総務全般に関する職務を遂行している。いずれの理事

についても、法人の業務を掌理のうえ、中期目標達成に向け精力的に職務

を遂行し、的確に理事長を補佐している。

非常勤理事については、当法人の業務運営がより効果的なものとなるよう、

ガバナンス機能の監視及び助言といった業務を的確に遂行し、理事長を

補佐している。

非常勤監事については、当法人の業務運営が法令や規程に基づいた適

切なものとなっているかを監視し、事務の不正を防止し誤謬の低減を図る

ため、年間を通じて各拠点を含めた監事監査を的確に実施している。

役員報酬については、①国家公務員の給与を基礎として決定し、これま

でも人事院勧告に基づく国家公務員の給与制度の改正を受けた見直しを

実施してきていること、②総務省公表資料の「独立行政法人における役職

員の給与水準（平成２６年度）」の「役員報酬の支給状況」を基に、概ね同

程度の規模と考えられる複数の他独立行政法人と比較すると、他独立行政

法人の長は平均年間報酬額が１８，７３８千円（当法人は１５，７０７千円）、

常勤理事については同１４，９３７千円（当法人は１１，９５５千円）、非常勤理

事については同１，３５８千円（当法人は７５６千円）、非常勤監事について

は同１，８９７千円（当法人は７５６千円）であったことから、当法人の役員報

酬は他独立行政法人より低い水準である。

これらのことから、役員の的確な職務遂行状況及び低い報酬水準を鑑み、

当法人における役員の報酬水準は妥当であると考える。

当該法人の役員報酬は、総務省公表資料による「独立行政法人における

役職員の給与水準（平成２６年度）」を基に、同等規模である他の独立行政

法人における役員の年間報酬額と比較しても低い水準となっている。

また、主務大臣による平成２６年度における業務実績等の総合評価結果

は「Ｂ」評価であったこと等から、優良な家畜の普及及び飼料作物の優良な

種苗の供給確保を担う業務を的確に遂行し、当該法人を総理する長または

長を補佐する役員の報酬として妥当であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（平成２７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注１：当法人では、非常勤理事・監事の退職手当支給規程がないため表を省略した。

注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

５　退職手当の水準の妥当性について

【主務大臣の判断理由等】

区分

理事

該当なし

法人での在職期間

法人の長

理事

判断理由

法人の長

該当なし

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案

　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

独立行政法人家畜改良センター役員給与規程により、役員の俸給月額及び期末特別

手当については、国家公務員の給与を基礎に役員の業績を考慮して必要な増減を行

うことにより業績を反映させることとしており、今後も継続していく方針である。



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

当法人の職員給与水準の設定については、独立行政法人通則法第５０条の１０に基づき、

国家公務員、民間企業の従業員の給与、法人の業務の実績、職員の職務の特性及び雇用

形態その他の事情を考慮し、社会一般の情勢に適合したものとなるよう設定している。

給与水準の見直しについては、人事院勧告を踏まえた国家公務員の給与制度の改正等に

基づき、給与の水準が社会一般の情勢に適合したものとなるよう、労使交渉を経たうえで所要

の見直しを実施している。

当法人における人件費管理における基本方針としては、中期計画における人材の確保・育

成に関する方針に基づき、他機関との人事交流、適材適所の人事配置及び人員の合理化を

実施のうえ、必要となる人件費を中期目標期間内人件費見込みの範囲内で支出することとし

ている。

今回、当法人における職員給与の支給水準の検討にあたり、平成２７年度国家公務員給与

実態調査に基づく国家公務員の平均給与額及び、平成２７年度職種別民間給与実態調査に

基づく職種別、規模別、学歴別、年齢階層別平均支給額（技術係長）を参照したところ、下記

のとおりである。

① 国家公務員・・・平成２７年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均

給与月額は４０８，９９６円となっており、全俸給表に関する平均給与月額は４１６，４５５円

となっている。

　当法人では、職員の人事評価に基づく勤務成績に応じて、昇給号俸数や勤勉手当の成績率

の決定を行っている。

給与種目

賞与：勤勉手当

（査定分）

俸給：昇給

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給

　　の仕組み及び導入実績を含む。）

制度の内容

　職員の人事評価に基づく勤務成績に応じ、６月期には１５０／１００（特定

幹部職員については１９０／１００）、１２月期には１６０／１００（特定幹部職員

については２００／１００）を超えない範囲において成績率を決定し、俸給等

の月額にこれを乗ずること等により勤勉手当を支給する。

　人事評価が適切に反映されるよう、職員を特定管理職員の管理職層、特

定管理職員以外の初任層及び中間層に区分し、それぞれの職員層ごと

に、勤務成績に応じて５段階（０～８号俸）の昇給号俸を設定し、毎年１月１

日に昇給を行うこととしている（標準号俸数は４号俸（特定幹部にあっては３

号俸）。なお、５５歳を超える一般職員、医療職員及び５７歳を超える技術専

門職員についての標準号俸は０）。

当法人の職員給与水準の設定については、独立行政法人通則法第５０条の１０に基づき、

国家公務員、民間企業の従業員の給与、法人の業務の実績、職員の職務の特性及び雇用

形態その他の事情を考慮し、社会一般の情勢に適合したものとなるよう設定している。

給与水準の見直しについては、人事院勧告を踏まえた国家公務員の給与制度の改正等に

基づき、給与の水準が社会一般の情勢に適合したものとなるよう、労使交渉を経たうえで所要

の見直しを実施している。

当法人における人件費管理における基本方針としては、中期計画における人材の確保・育

成に関する方針に基づき、他機関との人事交流、適材適所の人事配置及び人員の合理化を

実施のうえ、必要となる人件費を中期目標期間内人件費見込みの範囲内で支出することとし

ている。

今回、当法人における職員給与の支給水準の検討にあたり、平成２７年度国家公務員給与

実態調査に基づく国家公務員の平均給与額及び、平成２７年度職種別民間給与実態調査に

基づく職種別、規模別、学歴別、年齢階層別平均支給額（技術係長）を参照したところ、下記

のとおりである。

① 国家公務員・・・平成２７年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均

給与月額は４０８，９９６円となっており、全俸給表に関する平均給与月額は４１６，４５５円

となっている。

② 職種別民間給与実態調査において、５００人以上の企業規模で技術係長の職種に

おける平成２７年４月分平均支給額は、４４１，８６４円となっている。



　③　 給与制度の内容及び平成２７年度における主な改定内容

【給与制度の内容】

独立行政法人家畜改良センター職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（俸給の特別調整額、

扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、

特地勤務手当、超過勤務手当、夜勤手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、寒

冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給の月額＋扶養手当額の月額＋地域手当の月

額＋広域異動手当の月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に期間率及び成績率を乗じ

て得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給の月額＋地域手当の月額＋広域異動手当の

月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に期間率及び成績率を乗じて得た額としている。

【平成２７年度における主な改正内容】

国家公務員における給与制度の改正等を受け、労使交渉を経て改正した。

主な改正点は下記のとおり。

１．俸給表の改定

・平成２７年度人事院勧告に基づく新俸給表へ切替

（新俸給表は、２６人勧平均２％引下げに２７人勧の平均０．４％引上げを加味したもの）

（当該切替に伴い新俸給額が平成２７年１２月３１日に受けていた俸給月額に達しない

場合は、平成３１年３月３１日まで現給保障を実施）

・一般職員俸給表５級及び６級の最高号俸をそれぞれ８号俸延長

２．地域手当支給率の改定（岡崎牧場）

【給与制度の内容】

独立行政法人家畜改良センター職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（俸給の特別調整額、

扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、

特地勤務手当、超過勤務手当、夜勤手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、寒

冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給の月額＋扶養手当額の月額＋地域手当の月

額＋広域異動手当の月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に期間率及び成績率を乗じ

て得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給の月額＋地域手当の月額＋広域異動手当の

月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に期間率及び成績率を乗じて得た額としている。

【平成２７年度における主な改正内容】

国家公務員における給与制度の改正等を受け、労使交渉を経て改正した。

主な改正点は下記のとおり。

１．俸給表の改定

・平成２７年度人事院勧告に基づく新俸給表へ切替

（新俸給表は、２６人勧平均２％引下げに２７人勧の平均０．４％引上げを加味したもの）

（当該切替に伴い新俸給額が平成２７年１２月３１日に受けていた俸給月額に達しない

場合は、平成３１年３月３１日まで現給保障を実施）

・一般職員俸給表５級及び６級の最高号俸をそれぞれ８号俸延長

２．地域手当支給率の改定（岡崎牧場）

・平成２７年４月より３％から５％へ改定

３．広域異動手当支給率の改定

・６０ｋｍ以上３００ｋｍ未満 平成２７年4月1日以後の異動者について３％から４％へ改定

・３００ｋｍ以上 平成２７年4月1日以後の異動者について６％から８％へ改定

４．単身赴任手当の基礎額及び加算額の改定

基礎額 ２３，０００円 ２６，０００円

（ 以 下 加 算 額 ）

100km以上 300km未満 ６，０００円 ６，０００円

300km以上 500km未満 １２，０００円 １３，０００円

500km以上 700km未満 １８，０００円 ２０，０００円

700km以上 900km未満 ２４，０００円 ２６，０００円

900km以上1100km未満 ３０，０００円 ３３，０００円

1100km以上1300km未満 ３５，０００円 ３８，０００円

1300km以上1500km未満 ４０，０００円 ４３，０００円

1500km以上2000km未満 ４５，０００円 ４８，０００円

2000km以上2500km未満 ４５，０００円 ５３，０００円

2500km以上 ４５，０００円 ５８，０００円

５．勤勉手当の支給率の改定

・一般職員 ：１００分の７５ → １００分の８５

・特定幹部職員：１００分の９５ → １００分の１０５

・継続雇用職員：１００分の３５ → １００分の４０

６．管理職員特別勤務手当の支給要件の適用拡大

管理職員が臨時又は緊急の必要により休日のAM０時～AM５時に勤務した際に支給対象

となっていたのを、休日以外の日のAM０時～AM５時に勤務した際にも支給できるよう改正

７．継続雇用職員への諸手当適用拡大

・単身赴任手当（新たに支給対象）

・新幹線鉄道等に係る通勤手当（適用要件拡大）

・広域異動手当（適用要件拡大）

【給与制度の内容】

独立行政法人家畜改良センター職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（俸給の特別調整額、

扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、

特地勤務手当、超過勤務手当、夜勤手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、寒

冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給の月額＋扶養手当額の月額＋地域手当の月

額＋広域異動手当の月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に期間率及び成績率を乗じ

て得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給の月額＋地域手当の月額＋広域異動手当の

月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に期間率及び成績率を乗じて得た額としている。

【平成２７年度における主な改正内容】

国家公務員における給与制度の改正等を受け、労使交渉を経て改正した。

主な改正点は下記のとおり。

１．俸給表の改定

・平成２７年度人事院勧告に基づく新俸給表へ切替

（新俸給表は、２６人勧平均２％引下げに２７人勧の平均０．４％引上げを加味したもの）

（当該切替に伴い新俸給額が平成２７年１２月３１日に受けていた俸給月額に達しない

場合は、平成３１年３月３１日まで現給保障を実施）

・一般職員俸給表５級及び６級の最高号俸をそれぞれ８号俸延長

２．地域手当支給率の改定（岡崎牧場）

・平成２７年４月より３％から５％へ改定

３．広域異動手当支給率の改定

・６０ｋｍ以上３００ｋｍ未満 平成２７年4月1日以後の異動者について３％から４％へ改定

・３００ｋｍ以上 平成２７年4月1日以後の異動者について６％から８％へ改定

４．単身赴任手当の基礎額及び加算額の改定

基礎額 ２３，０００円 ２６，０００円

（ 以 下 加 算 額 ）

100km以上 300km未満 ６，０００円 ６，０００円

300km以上 500km未満 １２，０００円 １３，０００円

500km以上 700km未満 １８，０００円 ２０，０００円

700km以上 900km未満 ２４，０００円 ２６，０００円

900km以上1100km未満 ３０，０００円 ３３，０００円

1100km以上1300km未満 ３５，０００円 ３８，０００円

1300km以上1500km未満 ４０，０００円 ４３，０００円

1500km以上2000km未満 ４５，０００円 ４８，０００円

2000km以上2500km未満 ４５，０００円 ５３，０００円

2500km以上 ４５，０００円 ５８，０００円

５．勤勉手当の支給率の改定

・一般職員 ：１００分の７５ → １００分の８５

・特定幹部職員：１００分の９５ → １００分の１０５

・継続雇用職員：１００分の３５ → １００分の４０

６．管理職員特別勤務手当の支給要件の適用拡大

管理職員が臨時又は緊急の必要により休日のAM０時～AM５時に勤務した際に支給対象

となっていたのを、休日以外の日のAM０時～AM５時に勤務した際にも支給できるよう改正

７．継続雇用職員への諸手当適用拡大

・単身赴任手当（新たに支給対象）

・新幹線鉄道等に係る通勤手当（適用要件拡大）

・広域異動手当（適用要件拡大）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

631 46.1 5,818 4,314 66 1,504

人 歳 千円 千円 千円 千円

269 44.5 6,464 4,787 61 1,677

人 歳 千円 千円 千円 千円

360 47.2 5,337 3,962 69 1,375

人 歳 千円 千円 千円 千円

2 - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 49.8 5,588 4,173 80 1,415

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 49.8 5,588 4,173 80 1,415

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2：「技術専門職員」とは、動物飼養管理、飼料生産管理等の専門的業務に従事する職種を示す。

注3：「医療職員（診療所看護師）」とは、診療所における医療事務に関する専門的な業務に従事する職種を示す。

注4：医療職員（診療所看護師）については、該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定される

　　　おそれがあることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。

事務・技術

事務・技術

技術専門職員

医療職員

(診療所看護師)

任期付職員

区分

常勤職員

うち賞与平均年齢

平成２７年度の年間給与額（平均）

総額

人員 うち所定内

　　　おそれがあることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。

注5：常勤職員については医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員）、

　　　研究職種の各職種については、対象者がいないため省略した。

注6：在外職員、再任用職員及び非常勤職員の区分については該当者がいないため表を省略した。



② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

以下、④まで同じ。〕
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平均

人 歳 千円

代表的職位

部長 2 － －

場長 10 57.1 10,210

次長 4 58.0 8,389

課長 43 53.2 8,284

専門役 49 49.4 6,798

課長補佐 18 48.0 7,062

係長 120 40.8 5,590

係員 26 29.0 3,648

注１：「部長」については該当者が２人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがある

　ことから、「平均年齢」及び「年間給与額」については記載していない。

注２：「次長」については該当者が４人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがある

　ことから、「年間給与額」の「最高～最低」については記載していない。

平均年齢人員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

千円

 8,215～6,178

 7,347～3,759

 4,504～3,006

－

13,461～8,299

－

③

④

年間給与額

最高～最低

賞与（平成２７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

 9,807～7,058

 8,806～4,007

夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

59.6 59.6 59.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

40.4 40.4 40.4

％ ％ ％

         最高～最低 53.7～35.3 50.2～35.2 51.3～35.5

％ ％ ％

61.3 61.5 61.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

38.7 38.5 38.6

％ ％ ％

         最高～最低 46.2～34.5 45.5～34.8 45.8～35.2

区分

一般

職員

一律支給分（期末相当）

管理

職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

【国からの財政支出について】

支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９０．３％

（国からの財政支出額　７，８９５百万円、支出予算の総額　８，７４５百万円：

平成２７年度予算）

【検証結果】

（法人の検証結果）

当法人の給与は、国家公務員の職員給与を規定している「一般職の職員の

給与に関する法律」に準拠して策定した職員給与規程に基づき支給してい

るため、国家公務員とほぼ同水準または低い水準であり、適切性を確保して

いる。

なお、地域・学歴勘案で指数が高い要因としては、全国に組織を展開してい

　国に比べて給与水準が

　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　　９３．６

内容

対国家公務員

指数の状況

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０４．０

項目

・年齢・地域・学歴勘案　　　　 １０３．４

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 ９４．８

地域及び地域・学歴勘案で指数が高い理由としては、業務の確実な遂行の

ため全国に組織を展開していることが主な要因と考えられる。

①寒冷地手当の受給者の割合が高くなっている（指数対象者の６８．４％が

受給）。

②広域異動手当や単身赴任手当の受給者の割合が高くなっている（指数対

象者の４０．４％が広域異動手当を受給し、１４．０％が単身赴任手当を受給

している）。

４　モデル給与

月額 176,700 円 年間給与 2,852,000 円

月額 294,400 円 年間給与 4,780,000 円

月額 388,900 円 年間給与 6,387,000 円

　　○２２歳（大卒初任給、独身）

講ずる措置

　給与水準の妥当性の

　検証

なお、地域・学歴勘案で指数が高い要因としては、全国に組織を展開してい

ることから、広範囲にわたる人事異動や、職員数の多い大規模な勤務地が寒

冷地に多いといった当法人の特性により、広域異動手当、単身赴任手当及

び寒冷地手当の受給者が多いものであり、問題はないと考える（具体的な手

当受給割合は、上述を参照）。

（主務大臣の検証結果）

給与水準は国家公務員より低い水準であるが、国家公務員に準拠した給与

規程に基づき支給しており、法人の給与は適切な水準にあると考える。

なお、年齢・地域・学歴勘案の指数が１００．０を超えているのは、勤務地の多

くが寒冷な地域に所在しているため寒冷地手当を受給する職員や、全国に

組織を展開しているため、広範囲にわたる人事異動を行い、広域異動手当、

単身赴任手当を受給する職員の割合が高いためである。

【その他】

①支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 ： ５１．５％（平成２６年度

決算）

②管理職の割合（平成２８年４月１日時点の常勤職員数（任期付職員及び継

続雇用職員を除く）に占める分） ： ８．７％

③大学以上の高学歴者の割合（対象人員は上段②と同じ） ： ３０．０％

－

　　○３５歳（係長、配偶者・子１人）

　　○４５歳（本所課長補佐、配偶者・子２人）



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

千円 千円 千円 千円 千円

(A)

千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)

千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)

千円 千円 千円 千円 千円

(D)

千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期

　目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当

給与、報酬等支給総額

　当法人では、職員の人事評価に基づく勤務成績に応じて昇給号俸数や勤勉手当の成績率の

決定を行うことにより職員の業績を反映させており、今後も継続していく方針である。

最広義人件費

非常勤役職員等給与

5,837,633 5,649,644 6,031,740

福利厚生費

687,486645,048635,533

137,496

4,813,441

570,778

退職手当支給額

区　　分

4,713,479

611,532492,844527,371644,604

4,413,223 4,713,9144,340,516

141,934

729,875

6,196,820

136,710144,273154,159

678,840

6,217,218

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

　目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当

　年度分を記載する。

・「給与、報酬等支給総額」については、平成２７年4月より新俸給表への改定、地域手当、広

域異動手当、勤勉手当の支給率増及び単身赴任手当加算額の増額改定を実施したが、職員

数の減により、前年度比＋０．０１％と、ほぼ同額となった。

・「退職手当支給額」については、退職者数が前年度３３名から４１名に増加したことから、対前

年度比２４．１％の増加となった。 なお、「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等につ

いて」（平成２４年８月７日閣議決定）に基 づき、退職手当支給率を段階的に引き下げる措置を

実施し、平成２６年７月１日からは、役職員の支給率をそれまでの支給率から８７／１００（勤続

年数によっては８７／１０４）に減ずる措置を実施している。

・「福利厚生費」については、対前年度比５．４％の増加となったが、主な要因としては下記に

よるものと考えられる。

（１）平成２７年１０月より年金制度の一元化に伴い、新たに退職等年金給付金の保険料負担

が発生したこと。

（２）平成２６年３月３１日をもって給与臨時特例減額措置が終了したことにより、雇用保険料及

び労災保険料の事業主負担分が増加したこと。

・「最広義人件費」については、上述の退職手当支給額及び福利厚生費の増加による影響が

大きく、対前年度比２．７％の増加となった。

Ⅳ　その他

　特になし

・「給与、報酬等支給総額」については、平成２７年4月より新俸給表への改定、地域手当、広

域異動手当、勤勉手当の支給率増及び単身赴任手当加算額の増額改定を実施したが、職員

数の減により、前年度比＋０．０１％と、ほぼ同額となった。

・「退職手当支給額」については、退職者数が前年度３３名から４１名に増加したことから、対前

年度比２４．１％の増加となった。 なお、「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等につ

いて」（平成２４年８月７日閣議決定）に基 づき、退職手当支給率を段階的に引き下げる措置を

実施し、平成２６年７月１日からは、役職員の支給率をそれまでの支給率から８７／１００（勤続

年数によっては８７／１０４）に減ずる措置を実施している。

・「福利厚生費」については、対前年度比５．４％の増加となったが、主な要因としては下記に

よるものと考えられる。

（１）平成２７年１０月より年金制度の一元化に伴い、新たに退職等年金給付金の保険料負担

が発生したこと。

（２）平成２６年３月３１日をもって給与臨時特例減額措置が終了したことにより、雇用保険料及

び労災保険料の事業主負担分が増加したこと。

・「最広義人件費」については、上述の退職手当支給額及び福利厚生費の増加による影響が

大きく、対前年度比２．７％の増加となった。


